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１．基本方針

1.1　背景・目的

平成23年3月11日に発生した東日本大震災は、地震とそれに伴う津波により、港湾施設

の物的被害のほか、各関係機関の被災により長期に渡り港湾機能を低下させ、我が国に

おけるサプライチェーンが停滞するなど、社会的・経済的に大きな影響をもたらした。

また、平成30年9月の台風第21号による高潮により、神戸港六甲アイランドのコンテナ

ターミナルが浸水し、コンテナの流出や荷役機械の電気系設備等の故障が生じ、基幹的

な人流・物流等を担う港湾の機能が著しく低下するなど、港湾が大きな被害を受けたほ

か、令和元年9月に東京湾を通過した台風第15号は、横浜港を中心に、想定外の高波によ

る護岸の損壊や背後地の浸水、暴風で走錨した船舶の橋梁への衝突及びコンテナの飛散

等の被害をもたらした。更に、同10月には、大型の令和元年東日本台風（台風第19号）

が東日本を直撃し、猛烈な風雨により、広範囲に甚大な被害をもたらすとともに、東京

湾最接近時に、千葉県沖を震源とする最大震度４の地震が発生し、複合災害の発生リス

クが改めて認識されることとなった。徳島県においては、南海トラフを震源とするマグ

ニチュード8～9クラスの地震が高い確率で発生することが予測されており、これによる

大規模災害発生の切迫度は徐々に高まっていると共に、昭和36年の第二室戸台風に代表

される高潮・暴風等による被害を度々受けてきた歴史がある。

近年、甚大な自然災害が多発する中、港湾において、過去の教訓や現象のシミュレー

ション結果等を踏まえた各種のハード・ソフトの対策を実施するとともに、大規模災害

に対する各種の計画、協定等の間の整合性を図り、連携して大規模災害に対処するため

の取り組みが求められている。

港湾活動は、多様な主体のネットワークが機能することにより正常に活動が行われる

ものであり、地震・津波、高潮・暴風等の大規模災害時における港湾機能継続のために

は、施設整備の他、関係する各種機関・組織間の連携協同体制の構築が重要である。

このため、徳島県の港湾では、港湾施設の耐震化や防潮堤等の施設整備を進めるとと

もに、発災後における「経済活動の継続」や「地域社会の早期復興」に資するため、最

低限の物流機能を維持させるための計画策定を推進している。

大規模災害時における徳島小松島港の機能継続計画(以下、「港湾ＢＣＰ（徳島小松島

港）」という)は、大規模災害発生時における徳島小松島港の機能低下による社会的・経

済的影響を考慮し、特に下記事項に留意して港湾関係者の連携のための具体的な体制の

構築、事前の準備に資することを目的とする。

○被災地の住民の生活支援

○徳島小松島港の後背地の産業復興

の支援

○徳島小松島港を拠点とする

サプライチェーンの停滞防止

背景

目的

東北地方太平洋沖地震による津波

岩手県宮古市提供
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1.2　対象とする危機的事象と被害想定

図-1(1)　二つのレベルの津波

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）において対象とする危機的事象は、次の三事象とする。

(1)南海トラフを震源とする地震・津波

・想定地震 ：東南海・南海同時発生（M8.6）

・想定津波 ：レベル１津波（図-1(1)参照）

・予測震度 ：震度6強

・津波浸水深想定：図-1(2)参照

危機的事象

東日本大震災による甚大な津波浸水被害を受け、内閣府中央防災会議が、「基本的に

二つのレベルの津波を想定する必要がある」とした新しい津波対策の考え方を示した。

港湾ＢＣＰにおいては、災害時にも最低限の物流機能を維持させることを目的として

いることから、「住民避難を軸」とした最大クラスの津波（Ｌ２津波）ではなく、「地

域経済の確保」の観点から比較的発生頻度の高い津波（Ｌ１津波）を想定する。

なお、港湾の利用者や関係者の「命を守る」対策としては、最大クラスの津波（Ｌ２

津波）を対象としたハザードマップの活用や避難場所の確保等により、充分に避難を可

能にするための取り組みが必要である。

【想定津波レベル】

出典：「徳島県 設計津波の水位 平成25年3月29日 徳島県」
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出典：「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン（改訂版）平成31年3月　国土交通省港湾局」

資料-1(1)　二つの高潮規模と検討対象範囲

(2)高潮・暴風

・計画規模の高潮・暴風【港湾ＢＣＰ(徳島小松島港)における想定高潮規模）】

[第二室戸台風]

潮位（徳島小松島港港湾台帳）：既往最高潮位 D.L.+3.4m（T.P.+2.42m）

風速（徳島気象台） ：最大風速 27.5m/s、最大瞬間風速 38.0m/s

・最大規模想定の高潮・暴風

[徳島県高潮浸水想定（想定最大規模）]

潮位：D.L.+4.8m（T.P.+3.8m）

(3)感染症のまん延

感染症のまん延については、別冊の「港湾の事業継続計画【感染症対策編】（港湾

の感染症ＢＣＰ）」を参照するものとする。

徳島小松島港においては、計画規模の高潮と想定最大規模の高潮が示されている。

計画規模の高潮に対しては堤防等の海岸保全施設の整備が行われてきているが、想

定最大規模の高潮では整備高を超えるため堤内側において大規模な浸水が発生する。

港湾ＢＣＰにおいては、災害時にも最低限の物流機能を維持することを目的とし

ているとともに、港湾における対策を検討する地域は堤外地を基本とすることから、

想定最大規模の高潮ではなく、浸水が堤外地に留まる規模の高潮を想定する必要が

ある。計画規模の高潮は、徳島小松島港における既往最高潮位であり中・小規模の

高潮ではないが、施設整備により堤外地に浸水を留められる高潮規模でもある。

そのため、港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）において想定する高潮規模は、計画規模

の高潮とする。

また、港湾の利用者や関係者の「命を守る」ための対策は、想定最大規模の高潮

を含めた各種の高潮規模に対して検討する必要がある。

【想定高潮規模】
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表-1(1)　被害想定

図-1(2)　津波浸水想定（徳島県：津波浸水予測調査結果、H15年、中防モデル）

被害想定

電力
・ 発災後、数日間は停電が発生

（ただし、電源設備の嵩上げ等の事前対策を
している箇所は除く。）

・ 同左(暴風・浸水被害を想定)

通信
・
・

一般電話、携帯電話　　　　　：使用不可
衛星携帯電話、インターネット：使用可能

・ 各種端末の使用が可能である。

交通

・

・

・

徳島県に通じている高速道路は、地震発生か
ら約4時間、点検等のため通行できない。
4時間以降は補修して、緊急車両は通行可能
とする。
津波浸水区域の道路（緊急輸送路）国道11
号、28号、55号等は、地震発生後の津波漂流
物等により、地震発生後おおむね1日は車両
が通行できない。

・

・

・

高速道路は通行止となる。

各種警報解除後の点検完了後に通行可能とな
る。

高潮浸水区域の道路（緊急輸送路）国道11
号、28号、55号等は、高潮発生後の漂流物等
により、道路啓開完了まで車両が通行できな
い。

港湾

・ 徳島小松島港においては、岸壁の損壊、臨港
道路の沈下等の施設の被害が発生するほか、
大量の原木、自動車、コンテナ、筏等の障害
物の発生が想定される。

・ 海岸保全施設・港湾施設の損壊・倒壊、臨港
道路の冠水、船舶・車両・荷役機械等の被災
が発生するほか、大量の原木、自動車、コン
テナ、筏等の障害物の発生が想定される。

その他
・
・

津波は、複数回にわたって来襲
臨海部の多くにおいて、施設被害及び地盤の
液状化が発生することが想定される。

・ 港湾施設や設備・機械等の被害により、生産
活動及び物流へ影響することが想定される。

種別
想定内容

地震・津波 高潮・暴風
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1.3　方針

図-1(3)　港湾ＢＣＰの概念（地震災害等の場合）

港湾ＢＣＰの概念は、図-1(3),(4)に示すとおりである。港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）

においては、南海トラフを震源とする地震・津波による災害が発生した場合や、台風な

どの来襲による高潮・暴風による災害発生が予見される場合に、救援物資の海上輸送を

確保するとともに、人や物資輸送の機能低下抑制及び早期機能回復を最優先に対応する

ことを基本方針とする。

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）は、地域防災計画や徳島県広域防災活動計画を基に、徳

島小松島港の関係者の立場にたって関係者が実施すべき内容を現時点の案として具体化

したものであり、記載内容は、直前予防活動及び大規模災害時の各種活動（被災施設応

急復旧活動、救援物資輸送活動、企業物流継続活動）の目標と対処行動、役割分担等、

関係者間で共有すべき必要最小限の情報等である。将来的には図-1(5)に示す連携協働体

制の構築を目指し、ＰＤＣＡサイクルによる今後の改善により実効性を高めるものとす

る。

地震災害等の場合

出典：「港湾の事業継続計画策定ガイドライン（改訂版） 令和3年3月 国土交通省港湾局」

5



図-1(5)　港湾ＢＣＰの概念（風水害など事前に予見される災害の場合）

図-1(6)　将来的に目指す連携協働体制構築のイメージ

港湾管理者

ＢＣＰ

企業(荷主)

ＢＣＰ

四国運輸局

ＢＣＰ

関係市町村

ＢＣＰ

電力通信業

ＢＣＰ

ＣＩＱ

ＢＣＰ

船会社

ＢＣＰ

港湾関係

会社ＢＣＰ

海上保安部

ＢＣＰ

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）

風水害など事前に予見される災害の場合

出典：「港湾の事業継続計画策定ガイドライン（改訂版） 令和3年3月 国土交通省港湾局」
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２．実施体制

表-2(1)　協議会の構成

図-2(1)　発災時情報伝達手段のイメージ

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）による大規模災害時の対応に関する「事前対策」や「教

育・訓練」、さらにはＰＤＣＡの手法による港湾ＢＣＰの「見直し・改善」を検討する

組織として、関係者による「大規模災害時における徳島小松島港の機能継続協議会」

（以下、「協議会」という）を設置し、継続的に運営していくこととする。協議会の構

成を表-2(1)に示す。

また、協議会会員は、図-2(1)に示す方法により、大規模災害時における各種情報を伝

達・共有し対処するものとする。また、発災後の水域及び道路等の啓開活動は、図-2(2)

～(4)に示す系統図により行政と関係団体・機関が連絡調整を行い実施するものとする。

・企業

・協会

・組合

等

企業等

デジタル簡易無線、

SNS等

（あらゆる手段）

行政関係

・国交省

・県

・市役所

等

防災行政無線等

（既存手段）

行政関係

・国交省

・県

・市役所

等

電話等

（通常手段）

・企業

・協会

・組合

等

企業等

電話等

（通常手段）

調整

電話等の復旧

電話等が

つながりにくい

発災

徳島県

事務局が周知

各機関同士で連絡

徳島県
無線

SNS等

事務局が連絡調整

（会 　　員）

（アドバイザー）

（地域防災学）

（事業継続）
学識経験者

行政関係者

利用者（企業等）
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図-2(2)　水域啓開時の連絡系統図

※「緊急確保航路等航路啓開計画 令和3年2月」の航路啓開体制に準拠

水域啓開
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図-2(3)　道路等啓開時の連絡系統図（直轄国道）

※「徳島県道路啓開計画（南海トラフ地震対策編）令和4年3月版」の支援要請等連絡系統図に準拠

道路等啓開

徳島県

運輸政策課

連絡調整

徳島県

運輸政策課

連絡調整
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図-2(4)　道路等啓開時の連絡系統図（直轄国道以外の啓開対象道路）

※「徳島県道路啓開計画（南海トラフ地震対策編）令和4年3月版」の支援要請等連絡系統図に準拠

道路等啓開

徳島県

運輸政策課

連絡調整

徳島県

運輸政策課

連絡調整
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３．分析・検討

大規模災害発生の影響が及ぶ対象者の範囲、岸壁の収益性の低下、代替輸送によるコ

ストの増加、利用者が負う損失、港湾利用者の事業停止や流出の懸念、背後地域への社

会的信頼性低下などの視点から、徳島小松島港において最低限維持し、あるいは早期回

復すべき重要機能の検討を行う。

(1)平常時

平常時の徳島小松島港においては、内貿・外貿とも行われ、取扱貨物量の約７割を内

航フェリー貨物が占めており、その他の主な取扱品目は、木材チップ、石油製品、セメ

ント、原木等である。荷姿としては、フェリー貨物、各種バルク貨物、原木、コンテナ

等である。このように、徳島小松島港は、徳島県における人流・物流の拠点港であり、

総合的な港湾機能を有している。

(2)災害時

災害時における徳島小松島港（沖洲(外)地区、赤石地区）は、「徳島県地域防災計画

(令和5年1月)」において救助活動を行うための拠点港に指定されている。また、南海ト

ラフを震源とする地震が発生し、国の「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動

に関する計画(令和5年5月23日)」（以下、「国の応急活動計画」と称する）が実施され

る場合には、徳島小松島港は橘港、浅川港とともに緊急物資の海上輸送拠点となる。

出典：「徳島県広域防災活動計画平成31年1月 徳島県」

図-3(1) 国・徳島県の諸計画の関係

(3)代替手段

徳島小松島港は、沖洲(外)地区と赤石地区の２箇所に耐震強化岸壁を有することから、

何れかの耐震強化岸壁の使用に支障がある場合には、どちらか一方の耐震強化岸壁を用

いて各種活動を実施する。

(4)重要機能

徳島小松島港において、大規模災害発生時に維持あるいは早期復旧を要する重要機能

は次のとおり設定する。

○緊急物資輸送拠点としての機能

・緊急物資の輸送

・被災者の輸送

・災害応急対策に必要な要因・資機材等の輸送

○平常時の港湾機能

・フェリー輸送

・一般貨物輸送
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４．対応計画

4.1　基本対応パターン

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）は、災害の発生が予見される事象の「高潮・暴風」と、

予見できない事象である「地震・津波」の両者への対応を計画する。

「高潮・暴風」に対しては、事象発生に至るまでの直前予防対応を計画する。

一方、事象の発生が予見できない「地震・津波」に関しては、災害発生後の対応を計

画する。

以下に、直前予防及び災害発生後のそれぞれにおいて基本となる対応パターンを示す。

(1)直前予防対応（高潮・暴風）

台風等による警報級の「高潮・暴風」災害の発生が予見される場合の直前予防対応計

画を、表-4(1)に示す。

本対応計画は、防災情報に基づき「暴風・高潮」の発生確度が日時の経過とともに増

す場合に、フェーズ毎に収集すべき情報、体制の準備・構築・確認等、必要な対策、関

係者への連絡・確認・共有等対応を示すものである。

(2)災害発生後の対応

大規模災害発生時の各種活動は、下記事項を前提とし、図-4(1)に示す「各種活動の基

本対応パターン」に則り実施する。また、徳島小松島港の重要機能位置、優先啓開水域

及び各種活動の完了目標時間等は、図-4(2)に示すとおりである。

なお、「高潮・暴風」については、対象地域が堤外地を基本とするとともに、被災状

況も「地震・津波」とは異なることが想定されるため、今後実施する事前対策検討

（「5.1 事前対策」参照）の検討結果を参考として具体的な対応を行う必要がある。

○目標時間は、警報解除後の時間を示す。

○現地活動は、二次災害防止のため警報解除後から開始するものとするが、港湾荷役作

業、港内外における船舶の航行・係留・作業等は、徳島海上保安部による勧告等措置

の状況に応じて実施する。

○施設の復旧は、本復旧に先立つ応急復旧までを対象とし、救援物資輸送活動、企業物

流継続活動等の目標時間に合わせ応急復旧を実現することを目標とする。尚、「徳島

県広域防災活動計画」においては、発災３日後から国によるプッシュ型支援による緊

急物資の受け入れ開始を想定している。

○応急復旧・企業物流再開の時期及び水域啓開の優先順位等は、被害・復旧状況に応じ

て臨機に対応するものとする。

12



警報解除後の
活動終了目標

<耐震強化岸壁>

活動
徳島市

小松島市
徳島県

(港湾管理者)
四国地方整備局 徳島海上保安部 徳島運輸支局

　 ・海上輸送事業者
　 ・港湾運送事業者
　 ・代理店事業者
   ・水先人会・タグ
   ・荷主企業
　 ・陸上運送事業者

港湾土木事業者等 ＣＩＱ
ペ
ー

ジ

14,18
19

発災直後 20

図-4(1)　各種活動の基本対応パターン（災害発生後）

警報解除

※国への港湾施設の管理移管時は、港湾管理者が四国地方整備局となる。

20

21

22

22

「高潮・暴風」災害の場合、フェーズ別高潮・暴風対応計画（表-4(1))

１ヶ月
以内

資機材・要員の確認

活用可能な要員、資機材の調査要請、啓開船等の要請

施設の使用許可

救援物資の仕分け

着岸支援の体制、

荷役体制の構築

応急復旧、障害物除去に活用可能な要員

資機材の情報収集

応急復旧、障害物除去の要請

企業物流再開の見通しに関する

情報発信

港湾業務の実施体制の

整備状況の情報集約・発信

耐震強化岸壁背後ヤードの利用調整

被災状況・利用状況の調査

岸壁周辺海域の障害物調査（目視等）

救援物資輸送の要請

受理等

CIQ業務の実

施体制の構築

業務実施体制の

整備状況の情報収集

入港の許可

支援

進捗状況の把握

船舶による障害物

の調査、応急措置

物資輸送要請、

輸送計画認可

1)要員,資機材の調達

2)着岸支援体制構築

3)荷役実施体制構築

荷役作業実施

被災情報、港湾施設の利用状況等の調査結果集約情報共有

応急復旧・障害物除去等の方策の決定情報共有

物資支援要請

協定等による要請

施設の使用許可 入港の許可

陸

送

体
制
設
置

応
急
方
策
決
定

応
急
復
旧
実
施

救
援
物
資
輸
送

企
業
物
流
継
続

協定等による要請

協定等による要請

救援物資の配分

各種手続き実施

（入港届等）

物 流 の 継 続

安否確認

参集・体制設置

避難・船舶沖合退避・安全確保

応急復旧の重点箇所、手順等の対応策検討

包括協定団体への出動打診、状況報告要請

衛星・ヘリ・ＵＡＶ等による画像、テレビ・ラジオ・ＳＮＳ等の報道、安全な陸上からの目視等の情報収集による港湾及び周辺部の被害状況把握

調査船等の入港

許可

啓開船・測量船

等の入港許可

1)物資輸送計画作成

2)各種手続き実施

（入港届等）

3)輸送船舶、荷姿等

の連絡

被災状況の

調査(海上)

情報収集

(所管事業者)

被災状況等調査

（自社船舶、荷役機械等）

1)要員、資機材調
達

応急復旧実施

2)作業の実施
障害物除去

浮標識設置

水深確認

3)進捗状況の報告

応急復旧、障害物除去等の状況情報共有

12時間以内

60時間以内

1週間以内

陸

送

国
へ
の
港
湾
施
設
の

管
理
移
管
の
検
討
・
要
請
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図-4(2)　重要機能位置及び活動の目標設定

【水域啓開】

・ ：優先して啓開する海域

○耐震強化岸壁(沖洲(外)地区・赤石地区)に至る水域の

緊急啓開・障害物除去等の終了 ：60時間以内

○耐震強化岸壁(沖洲(外)地区・赤石地区)に至る大型の

障害物の除去等終了 ：１週間以内

○津田地区(-10m岸壁)、金磯地区(-11m岸壁)、赤石地区

(-13m岸壁)に至る大型の障害物の除去等終了：１ヶ月以内

【沖洲(外)地区】

○港湾施設点検終了 ： 8時間以内

○耐震強化岸壁周辺の港湾施設の応急復旧終了 ：60時間以内

○耐震強化岸壁への救援物資輸送船の受け入れ、

救援物資の荷役の開始 ：60時間以内

○耐震強化岸壁から輸送拠点を経由し、

徳島市・小松島市の避難所に救援物資を届ける：84時間以内

(ピーク時救援物資取扱量：527トン/日)

○耐震強化岸壁におけるRORO貨物等の取り扱い

の一部再開 ：１週間以内

赤石地区

(‐13m岸壁)

【津田地区】

○港湾施設点検終了 ：60時間以内

○-10m岸壁周辺の港湾施設

の応急復旧終了 ：１ヶ月以内

○-10m岸壁における原木の取り扱いを

一部再開 ：１ヶ月以内

立江川

沖洲川

福島川

園瀬川

新町川

勝浦川

※時間目標は、警報解除後の時間を示す。

※応急復旧・企業物流再開の時期及び水域啓開の優先順位等は、被害・復旧状況に応じて

臨機に対応する。

金磯地区

(‐11m岸壁)

沖洲(外)地区

[耐震強化岸壁]

(‐8.5m、‐7.5m）

津田地区

(‐10m岸壁)

赤石地区

[耐震強化岸壁]
(‐7.5m)

【赤石地区】

○港湾施設点検終了 ： 8時間以内

○耐震強化岸壁周辺の港湾施設の応急復旧終了 ：60時間以内

○耐震強化岸壁へ救援物資輸送船を受け入れ、

救援物資の荷役を開始する ：60時間以内

○耐震強化岸壁から輸送拠点を経由し、

徳島市・小松島市の避難所に救援物資を届ける ：84時間以内

(ピーク時救援物資取扱量：527トン/日)

○耐震強化岸壁におけるコンテナ貨物等の取り扱いの

一部再開 ：１週間以内

○-13m岸壁周辺の港湾施設の応急復旧終了 ：１ヶ月以内

○-13m岸壁におけるチップ等の取り扱いを一部再開 ：１ヶ月以内

【金磯地区】

○港湾施設点検終了 ：60時間以内

○-11m岸壁周辺の港湾施設

の応急復旧終了 ：１ヶ月以内

○-11m岸壁における原木の取り扱いを

一部再開 ：１ヶ月以内

油槽所

第１次緊急輸送道路

第２次緊急輸送道路

第３次緊急輸送道路

凡例

徳島県地域防災計画(令和元年12月)
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4.2　重要機能継続のための活動

4.2.1　活動の基本と関係する制度・計画

　　　　

大規模災害発生時の重要機能継続のための各種活動の概要を次頁以下に示す。

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）は、四国地方整備局、徳島県、市町村の他、関係機関組

織が連携協働し、徳島小松島港の重要機能を維持するため、いつまでにどの水準まで回

復させるかという目標を設定したものである。そのため、重要機能継続のための活動は、

協議会を構成する機関組織が主体的な役割を果たし目標達成に努めることを前提とした

活動内容としている。

〇港湾施設管理移管の制度（参考）
港湾法の改正（平成29年7月）により、非常災害が発生した場合において港湾管理者

（徳島小松島港においては徳島県）からの要請に基づき、国土交通大臣が港湾施設の管

理を行うことができる制度が創設された。その場合には、各活動の指揮・管理を国が担

うこととなる。

〇「国の応急活動計画」の発動（参考）
「国の応急対策活動計画」は、最大クラスの地震・津波を対象とした被害想定に基づ

いて作成された計画であり、当該計画が実施される場合（図-4(3)参照）には各種の活動

が展開される。

緊急物資は、まず国によるプッシュ型支援が行われ、海路で運搬される場合には徳島

小松島港に搬入後、広域物資輸送拠点、地域内物資輸送拠点を経由し、避難所等に届け

られる。（図-4(4)参照）

出典：「災害時物流体制確保マニュアル 令和5年5月 徳島県」

図-4(3) 「国の応急活動計画」判断基準

出典：「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関

する計画 令和5年5月23日 中央防災会議幹事会」 図-4(4) 国のプッシュ型支援等

活動の基本
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4.2.2 直前予防対応

高潮・暴風による危機的事象に対しては、直前予防対応により災害リスクを低減する。

直前予防対応は、以下に示すフェーズ毎（フェーズ１～３）の対応をとり、警報解除後

には状況把握とそれに基づく必要な対応に移行する。

フェーズ毎の各機関・組織の基本的な対応計画は、表-4(1)に示すとおりである。

但し、台風等による高潮・暴風発生の規模、場所的な違い、フェーズ進行の遅速等は、

台風等の経路や発達状況に応じて大きく変化するため、様々な状況想定に基づき具体的な

対応をとるものとする。

(1)フェーズ１

・気象庁から警報級の現象が予想される台風等の発生が発表された段階

・準備・実施段階（台風接近の５～１日前）

・気象・海象情報などの収集と内部共有、災害対応体制の構築・確認、関係者への

注意喚起や情報発信、事前防災行動（電気設備の浸水対策、コンテナの倒壊・流

出対策、荷役車両の浸水対策、ターミナルの停電対策など）の準備・実施を図る。

(2)フェーズ２

・強風注意報、高潮注意報が発表された段階

・状況確認段階（台風接近の１日～半日程度前）

・情報収集・内部共有を引き続き実施するとともに、具体的な防災行動の着手から

対策の概成・確認までを図る。

(3)フェーズ３

・暴風警報、高潮警報、特別警報が発表された段階

・行動完了段階（台風接近の半日～６時間程度前）

・暴風が吹き始める前までの防災対策行動の完了を図るとともに、対策要員の安全

確保を図る。

※台風の通過中は、被害情報の収集に努めるとともに、警報が解除され安全が確保

された後には、施設点検による被害状況の確認、関係団体への協力要請を行う。
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4.2.3 発災時の対応

（１）災害時の体制設置

１－１ ・会員は、避難・船舶沖合退避・安全確保を行った後、各機関・組織の定めに

従い職員等の安否確認を行い、情報の集計・整理を行う。

１－２ ・会員は、通信等設備の確保に努め、各機関・組織の定めに従い、災害対策組

織（本部・支部）を設置する。

・職員等の安否や被害状況、災害対策組織の設置状況等について、使用可能な

あらゆる通信手段（電話、ＦＡＸ、電子メール、デジタル簡易無線、ＳＮＳ

等）により情報発信する。

・徳島県は、災害時における徳島小松島港の管理体制について検討・決定する。

（状況に応じて国に協力を要請する。）

・徳島県は、会員からの情報を集約し、会員に対して情報発信する。

（２）応急復旧方策の決定

２－１ ・警報解除前、会員は、下記の情報により港湾と周辺部の施設・水域等の被害

状況を把握する。＜衛星・ヘリコプター・ＵＡＶ等による画像情報、テレビ

・ラジオ・ＳＮＳ等の報道情報、安全な陸上からの目視情報 等＞

・四国地方整備局、徳島県は、収集情報に基づき、警報解除後に行う調査、応

急復旧の重点箇所、手順等に関する対応策を検討する。また、各包括協定団

体に出動の打診を行うとともに、当該団体企業、船舶・機械等の状況報告を

要請する。

２－２ ・警報解除後、会員は、管理する施設・設備等の点検と点検情報集約を行い、

情報発信する。（海域作業を伴う点検時には、徳島海上保安部より作業許可

を得る。）

・徳島県は、会員からの情報を集約し、会員に対して情報発信する。

２－３ ・四国地方整備局、徳島県は、土木事業者、海上運送事業者、代理店事業者、

水先人会、タグボート事業者、荷主企業、陸上運送事業者に対して、啓開・

応急復旧に供することができる要員・資機材の状況確認を要請する。（応急

復旧作業員等、人の海上輸送が可能な船舶の情報収集を含む。）

２－４ ・四国地方整備局、徳島県、（民間専用岸壁等所有企業）は、要員・資機材の

状況を踏まえ、土木事業者と協議し、応急復旧方策を検討・決定する。

・徳島県は、応急復旧方策について、会員に対して情報発信する。
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（３）応急復旧の実施

３－１ ・四国地方整備局、徳島県、（民間専用岸壁等所有企業）は、土木事業者に対

して陸域の啓開・応急復旧作業の実施を要請する。

・土木事業者は、応急復旧作業に必要な要員・資機材を調達・運搬する。

（人の輸送は、陸上交通機能が寸断している場合には、臨時の船着場やター

ミナルを設置するとともに、勧告等処置区分等の状況に応じて、船舶によ

る海上輸送を行う。）

３－２ ・土木事業者は、陸域の応急復旧作業を実施する。

1)臨港道路、埠頭用地、岸壁エプロン部等の啓開

2)段差、陥没、亀裂等箇所への土砂・石材等の投入・均し

3)必要に応じた敷鉄板敷設 等

・四国地方整備局、徳島県、（民間専用岸壁等所

有企業）は、陸域の応急復旧作業の完了を確認

し、情報発信する。

・徳島県は、応急復旧作業の情報を集約し、会員

に対して情報発信する。

３－３ ・四国地方整備局、徳島県は、土木事業者に対し

て、緊急の水域啓開作業の実施を要請する。

（水域啓開については、徳島県が四国地方整備

局の「南海トラフ地震に対応した四国の広域的

な海上輸送継続計画」と調整を図る。）

３－４ ・土木事業者は、徳島海上保安部の作業許可を得

た後、緊急の水域啓開作業を実施する。

1)漂流物を航行の支障にならない水域へ曳航

2)漂流物の漂流防止処置

3)引き揚げ可能な流出物の揚収

4)沈降物の存在を示すブイ等設置

5)揚収物仮収容水域への揚収物の運搬・投入

等

３－５ ・四国地方整備局、徳島海上保安部、徳島県は、

緊急の水域啓開作業状況を確認する。

1)水深確保状況、障害物の存在等に関する情報

として「緯度」、「経度」、「水深」の記録

を取得し、徳島海上保安部に報告する。

・徳島県は、水域の応急復旧作業の情報を会員に

対して情報発信する。

一般社団法人日本埋立浚渫協会 提供

一般社団法人日本埋立浚渫協会 提供

国土交通省 提供

一般社団法人全国建設業協会 提供

【陸域の啓開・応急復旧作業状況】

【水域の啓開・応急復旧作業状況】
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（４）救援物資輸送 [公共岸壁（耐震強化岸壁）]

４－１ ・徳島県の災害対策本部は、県内各所からの救援物資要請情報を集約する。

・徳島県は、「災害時における船舶による輸送等に関する協定」に基づき、海

上運送事業者に物資の海上輸送を要請する。

・海上運送事業者は、耐震強化岸壁使用許可を得るとともに、必要に応じて港

内の水先案内、タグボートによる支援を要請する。

（必要に応じて代理店事業者に上記の諸手続を要請する。）

・海上運送事業者は、救援物資の海上輸送計画を作成し、徳島運輸支局、徳島

県災害対策本部及び徳島海上保安部に提出する。

４－２ ・四国地方整備局、徳島県、水域啓開実施

者は、船舶の着岸位置標識を設置する。

・徳島県は、港湾荷役事業者に、船舶の着

岸支援・荷役・仕分け作業を要請する。

・徳島県の災害対策本部は、陸上運送事業

者に物資の陸上輸送を要請する。

４－３ ・港湾荷役事業者は、船舶の着岸支援、物

資の荷役・仕分け作業を実施する。

４－４ ・耐震強化岸壁隣接の埠頭用地に仮置きさ

れた物資を、陸上運送事業者の運搬車両

に積込み、一次集積場まで運搬する。

（５）企業物流継続

５－１ ・各企業は、船舶の着岸支援体制を構築する。

５－２ ・各企業は、物資の荷役体制を構築する。

５－３ ・ＣＩＱ業務実施者は、実施体制を構築する。

５－４ ・各企業は、物資輸送船の岸壁（公共岸壁）利用に必要な諸手続を行う。

５－５ ・各企業は、企業物流を実施する。

【救援物資の荷下し状況】

国土交通省 提供

国土交通省 提供
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○活動の手順と役割

表-4(2)　徳島小松島港の物資輸送の基本的な手順と役割分担

救援物資輸送、港湾機能継続のための各種活動の手順と役割を下表に示す。

凡例

：耐震強化岸壁

：耐震強化岸壁以外

※注１ 応急復旧・企業物流再開の時期及び水域啓開の優先順位等は、被害・復旧状況に応じて臨機に対応する。

※注２ 津波注意報発令中は、避難指示等の発表状況を考慮し、安全を確保できるエリア内において可能な範囲で作業を実施する。
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作業船団の移動所要時間

航路啓開の作業日数

 注）L2津波における想定

■コラム

出典：「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画 令和3年2月
四国の港湾における地震・津波対策検討会議」
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５．マネジメント計画

5.1　事前対策

表-5(1)　事前対策の検討項目  

協議会は、港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）の実効性を高めるため、下表に示す事前対

策に関する検討を実施する。各項目の検討実施状況は、資料編に示す「事前対策検討

チェックリスト」を用いて確認するものとする。

Ａ－１ 通信手段の確保

Ａ－２ 発災時の代替拠点

Ａ－３ 協議会会員のＢＣＰ

Ａ－４ 南海トラフ地震臨時情報への対応

Ａ－５ 情報交換

Ｂ－１ 海上輸送

Ｂ－２ 陸上輸送との連携

Ｃ－１ 流出物推定

Ｃ－２ 水深確保状況把握

Ｃ－３ 水域啓開方法

Ｃ－４ 揚収物処置方法

Ｃ－５ 船舶・機械・器具の確保（水域啓開）

Ｃ－６ 被害状況推定

Ｃ－７ 復旧レベル設定

Ｃ－８ 実施の範囲・手順

Ｃ－９ 作業人員・施工機械の確保

Ｃ－１０ 資材確保

Ｄ－１ 救援物資輸送方式

Ｄ－２ 実施体制

Ｄ－３ 設備・備品の確保

Ｅ－１ 耐震強化岸壁の利用調整

Ｅ－２ 燃料、電力の確保

Ｅ－３ 主要港湾間の連携

F－１ 沖合退避の迅速化

F－２ 係留避泊の安全性向上

F－３ 船の衝突・乗揚げの抑制

G－１ 想定リスク

G－２ 情報の入手と共有

G－３ 避難・退避

G－４ 行動計画

区分 項目

Ａ 情報共有

Ｂ 書類様式の事前作成

Ｃ 応急復旧方法

水域啓開

陸域啓開
・

応急復旧

Ｄ 救援物資輸送

Ｅ 企業物流継続

F 海・船の視点から見た対策

G 高潮・暴風対策
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5.2　教育・訓練

5.3　見直し・改善

表-5(2)　徳島小松島港で実施する訓練

表-5(3)　協議会開催・連絡体制更新の頻度

下記事項を目的として、表-5(2)に示す訓練を定期的に実施する。

①当該港湾の利用実態や課題等について熟知すること

②知識として既に知っていることを実際に体験することにより身体感覚で覚えること

③手順化できない事項に対して適切な判断と意思決定を下せる能力を鍛えること

④港湾ＢＣＰを検証し改善すること

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）については、協議会において、図-5(1)に示すＰＤＣＡの

手法により継続的に訓練・検証・検討を行い、改善が必要と認められた場合には改定す

る。

全員協議会 年１回程度

・情報交換
・「事前対策」、「教育・訓練」の実施
　方針決定及び実施状況の確認
・港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）の改定の
　承認　　等

ワーキング
協議会により必要と認めら
れた場合

・港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）に関する
　個別事項の見直し・改善の検討

連絡体制の更新 － 異動、会員変更等の場合

項　目 細別 頻度(時期) 備　考

協議会の開催

訓練項目 頻　度

情報伝達訓練

高潮・暴風時の直前予防対応訓練

発災時の初動対応訓練

応急復旧に関する訓練

救援物資輸送に関する訓練

耐震強化岸壁の利用・調整等に関する訓練

他の港湾ＢＣＰ、防災計画等との連携に関する訓練
・上記訓練による想定事象への
　対応力達成状況を考慮し実施

・年１回程度実施
　（項目毎、あるいは複数項目
　　を対象とする。）
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図-5(1)　ＰＤＣＡ（計画・実施・評価・改善）手法による改善イメージ

①災害時の体制設置
○参 集 ○情報連絡体制の確保

・ 「港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）」の策定

④救援物資輸送活動
○耐震強化岸壁における救援物資輸

送船の受け入れ準備

○救援物資輸送船の着岸と荷役作業

等の実施

⑤企業物流継続活動
○荷役体制の構築

○貨物船の航行支援体制の構築

○港湾の運用が円滑に行われるような

体制の構築

応急復旧活動
②応急復旧方策の決定
○被災状況の確認（施設・荷役機械等）

○活用可能な施設、資機材を把握

○応急復旧作業目標を設定

③応急復旧の実施
○要員、資機材の調達

○水域・陸域の啓開

○施設の応急復旧

発災時における活動フロー

Ｐｌａｎ

発 災

Ａct
・港湾ＢＣＰ改定の
必要性を検討 Ｃｈｅｃｋ

・訓練結果の検証
・他の港湾ＢＣＰとの
整合性の検証

Ｄｏ
・訓練の実施

・応援協定等の締結

訓練状況

徳島小松島港の機能回復イメージ
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